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厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
突然の説明困難な小児死亡事例に関する登録・検証システムの確立に向けた 

実現可能性の検証に関する研究 
（主任研究者 溝口 史剛） 

  

分担研究 「小児死亡時のグリーフケアの提供体制に関する研究」 
分担研究者 菊地祐子  東京都立小児総合医療センター 

子ども・家族支援部門 心理福祉科 

 

研究要旨  

子どもの死を扱うチャイルド・デス・レビュー（ＣＤＲ）において、遺された家族にい

かなるグリーフケアが提供されるかは重要な課題である。遺族のグリーフが複雑化される

のを防ぐというメンタルヘルス上の問題のみに留まらず、家族ケアを通して信頼関係を構

築し亡くなった子どもについてより多くの情報を共有することで、ＣＤＲの精度を高める

上でも非常に重要だからである。 

また、複雑なグリーフへの移行を防ぐことがグリーフケアの目的であるならば、予期せ

ぬ子どもの死因を究明することは、グリーフの複雑化を防ぐ役割も同時に担う可能性もあ

る。 

しかし、現状の小児医療では様々な要因から緩和ケアの理念が浸透しているとは言い切

れず、教育体制の充実や診療報酬上の問題など解決すべき問題は多いと考えられる。 

Ａ．研究目的 

現状、小児科領域における緩和ケアの

体制は十分なものとは言い難い。しかし

子どもの死を扱うチャイルド・デス・レ

ビュー（ＣＤＲ）を推進してゆく中で、

家族に対する緩和ケア、特にグリーフケ

ア（ビリーブメントケア）の提供は必須

である。さらに子どもの死に出遭ったと

き、医療者がどのように振る舞い、残さ

れた家族と如何に向き合うかということ

はメンタルヘルスの面からだけでなく、

患者家族との信頼関係を築き、病理解剖

を含むより多くの情報を得てＣＤＲの精

度を高める上でも非常に重要であると考

えられる。 

子どもの死亡に際しグリーフケアが果

たす役割、小児医療において緩和ケアの

理念が発展するための体制について考え

ることが本研究の目的である。 

 

Ｂ．研究方法 

 文献及び自験例をもとに考察を行う。 

 

Ｃ．研究結果 

１）小児科領域のグリーフケア 

 グリーフケアは緩和医療の一分野に位

置づけられる。緩和医療は成人のがん医

療をベースに発展したものであり、小児

領域においてはまだ十分に浸透している

とは言いがたい。その理由として、子ど

もの死亡原因となる病態は成人に比べて
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多様性に富み、集約化が困難であること

があげられる。それに加えて成人医療に

比して死亡例を経験することが圧倒的に

少ないため、小児科の医療従事者は子ど

もの死そのものについて不慣れであり、

緩和ケアへの意識を育てること、緩和ケ

ア臨床についての教育を行うことが難し

いことも、小児医療において緩和ケアが

発展しない要因と言える。 

今後、小児医療の領域でグリーフケア

を含む緩和医療について、現場の医療ス

タッフが十分に理解、会得し、提供でき

る体制を整えることが重要であると考え

る。 

 

２）グリーフケアの目的 

 グリーフケアの理論は時代とともに変

遷してきた。大切な人との死別に遭遇し

た時に、ある決まった段階を経て喪失を

受容する過程に向かうという「ステー

ジ・モデル(Bowlby)」や「フェーズ・モ

デル(Parkes)」といった考え方から、能

動的に喪失体験と向き合い、それを乗り

越えてゆくことが必要な過程であるとし

た「グリーフワークモデル(Worden)」と

いう考え方、更に喪失体験と向き合う時

間と逃避する時間の双方を行ったり来た

り揺れ動く中で日々に折り合いをつけて

ゆくのだという「デュアル・プロセス・

モデル(Stroebe)」、日本人特有の故人と

繋がり続ける「継続する絆・モデル

(Klass)」など様々なグリーフケアの在り

方が研究・提唱されてきた。 

 この変遷の中でもグリーフケアの目的

として共通することは複雑なグリーフ

（Complicated grief）への移行を避ける

ということである。複雑なグリーフとは

「故人への強い思慕の感情に心が支配さ

れ他のことが手につかない状態が長期間

続く」ことをいう。複雑なグリーフに移

行するリスクファクターには様々なもの

が考えられているが、死別した人への強

い愛着、予期しない死、死因がはっきり

しないこと、社会的に孤立していること

などが含まれており、特に突然子どもを

亡くした親は複雑なグリーフに移行しや

すい状態にあると考えるべきである。 

  

３）ＣＤＲとグリーフケア 

 前述したとおり、「死因がはっきりしな

いこと」はグリーフの複雑化をもたらす

要因の一つに挙げられている。子どもの

死に際しその最期の声を聞き届けること

がＣＤＲなのであれば、ＣＤＲ自体が遺

族に対するグリーフケアの一部分にもな

り得ると言えよう。 

 

Ｄ．考察 

 小児死亡例を扱う上で、死因究明にあた

っては同時にグリーフケアが提供されるべ

きだ、ということについては論を俟たない

が、その実践にあたっては課題が山積して

いる。 

まず、グリーフケアを誰が行うかという

担い手の問題である。小児専門病院では、精

神科医や心理士といったメンタルヘルスの

専門家の配置にはばらつきがあり、緩和ケ

アチームの設置率も低い。一方、大学病院や

総合病院など成人医療を中心に据える病院

では、緩和ケアチームは存在しても小児に

対して十分にケアが提供されているとは言

い難い。さらに双方とも緩和ケアチームが

小児症例に関わっても、管理料や対象疾患

の問題で診療報酬に結びつかないことがほ
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とんどである。 

 こういった現状を考えると、子どもを

看取る場面に遭遇する小児科医や看護師

が遺族をグリーフケアにつなぐ情報を提

供することが求められるであろう。 

何らかの治療期間中に子どもが死を迎

える場合には医療者と患者家族の間にあ

る程度の関係性が築かれていることがほ

とんどであり、精神科医や心理士をはじ

めとする多職種の関与によって離別の準

備が進められていることもあるだろう。

しかし突然死の場合には、関係性の構築

も心の準備もなされないままに子どもを

看取ることになる。従って予期せぬ死に

際しては、初療時、治療の経過中、死別

時の医療者の直接的な言動が遺族の心情

に大きな影響を与えることは想像に難く

ない。しかし、そういった状況における

医療者の振る舞いは「接遇」として論じ

られることはあっても、グリーフケアの

提供という側面から論じられることは少

ないように思う。そして子どもを亡くし

た家族をグリーフケアにつなげるための

情報や資源（グリーフケアの提供者や地

域機関）も十分とは言えない。 

今後、子どもの死に際して医療者がこ

どものきょうだいを含めた遺族にどのよ

うに接するべきか、グリーフケアにつな

げるためにはどのような情報を提供する

べきか等、現場の医療従事者に対する一

定の指針が求められるだろう。 

また、子どもの死という峻烈な体験に

相対する小児科の医療従事者に対するグ

リーフケアの提供も忘れてはならない課

題である。 

 

 

Ｅ．結果 

 ＣＤＲの推進と同時にグリーフケアの提

供体制を拡充していくべきであるが、担い

手の問題や診療報酬の問題など、課題は少

なくない。 

 現場で子どもを亡くした親に相対する小

児科の医療従事者が提供できるグリーフケ

アのあり方について考えてゆく必要があ

る。 

 

Ｆ．健康危険情報 

該当なし 

 

Ｇ．研究発表 

論文発表 

なし 

 

学会・シンポジウム発表 

1. 菊地裕子：小児死亡時のグリーフケ

アの現状と今後の在り方「子どもの

死亡を検証し、予防可能な死亡を減

らすために」ワークショップ・シン

ポジウム,厚生労働科学研究費補助金

研究事業,東京,2017 年 1月 

 

書籍発刊 

なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 
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厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 
突然の説明困難な小児死亡事例に関する登録・検証システムの確立に向けた 

実現可能性の検証に関する研究 
（主任研究者 溝口 史剛） 

 

分担研究：小児死亡時のグリーフケアの提供体制に関する研究 
「遺族の意識調査を基とした、死後検査実施率が低値である要因に関する検討」 

 

分担研究者 菊地祐子    東京都立小児総合医療センター 心理福祉科 

研究協力者 小保内 俊雅  多摩北部医療センター 小児科 

 

チャイルドデスレビュー(CDR)はコミュニティーベースに子どもの死亡症例を集積し

、死因や死亡機序を基に死亡率を抑制する目的で集積した情報を解析すること、なら

びに危険因子や改善すべき社会体制に関する政策提案をすることを目的とした事業で

あり、主要対象は異状死体である。異状死体に遭遇した場合は中枢神経を含む全身解

剖、死亡状況調査、さらに家族歴を含む病歴調査の実施は必須である。しかし、我が

国では解剖実施率が依然低調である。この実施率が低い要因として、監察医制度が整

備されていないことと、遺体に対する伝統的な観念が解剖に拒否的であることが指摘

されているが、それを裏付ける証拠はない。そこで、SIDS 家族の会の会員を対象にイ

ンターネットを用いて、解剖に対する意識調査を実施した。 

 その結果、解剖に関する説明が医師からなされていた遺族が非常に少ないことが明

らかになった。特に「解剖方法や実施後のご遺体の状況を説明されていたら拒否しな

かった」と考えている遺族が少なくなかった。異状死体の場合、解剖を警察が執行す

ることが多いが、実施前の説明を警察官が行った場合より、医師から説明されて執行

された場合の方が、解剖実施後の満足度が高いことが明らかになった。また、実施後

の説明を医師がした場合の方が、警察によって説明が行われるよりも満足度が有意に

高かった。さらに事案発生から時間が経過しても、解剖実施の有無に拘らず疑問や疑

念を持ち続けてしまうことも明らかになった。このような問題を解決するための医療

的支援を、解剖を受け入れた遺族は必要と感じていることが明らかになった。 

 今回の調査では伝統的観念が解剖を拒否的にしているというより、医師の説明不足

が主たる要因であるという結果であり、医師法によって警察への届け出義務があり、

届け出後には警察介入後の医師と遺族の関係が途絶えてしまうことがその原因と考え

られた。警察は主に事件性の有無や社会的責任の確定に注目しており、疫学や病理学

的関心は乏しい。従って事件性が認められないと解剖を実施しないこともある。CDR

をより実効性のある事業にするためには、CDR の理念に沿う異状死体取り扱い指針を

改定し、警察介入を前提にしたマニュアルの作成が望まれる。 
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Ａ．研究目的 

チャイルドデスレビュー（CDR）は子

どもの死亡原因や死亡機序をコミュニテ

ィーベースで集積し、多職種により解析

を実施し、それにより危険要因や医療体

制の問題点などを抽出し改善策の提言を

行うことを目的とした事業であり、欧米

各国ではすでに実施されている。この事

業で対象となるのは全死亡症例であるが

、とりわけ異状死体に関する検証が重要

な課題である。 

異状死体とは、医師により病死である

と明確に判断された内因死以外の死体の

ことである。特に乳幼児では乳幼児突然

死症候群（SIDS）を含む、乳幼児の予期

せぬ突然死(SUDI・SUDC)が含まれる。 

この異状死体の死因や死亡機序を明ら

かにするためには、中枢神経を含む全身

解剖、死亡状況調査（DSI）さらに家族

歴を含む病歴調査が必須である。そして

この死後検査の精度がCDRの質を決定す

る重要な要因である。しかしながら我が

国では死後検査の実施率は非常に低いこ

とが知られている。その原因として、監

察医制度の整備が限られた地域にとどま

ること、ご遺体に対する日本の伝統的な

観念が解剖を忌み嫌うものであることが

指摘されているが、それを裏付ける根拠

はない。 

そこで今回、SIDS家族の会の会員を対

象に、解剖に関する意識調査を行い、遺

族の心情が解剖率との関連に関しての検

討を行った。 

 

 

 

Ｂ．研究方法 

SIDS 家族の会会員を対象に、インター

ネットを用いてアンケート（表１）を実

施した。SIDS 家族の会会員には不慮の事

故や死産など、また突然死ではなく病気

で子どもを失われた遺族も含まれている

。現在わが国では死産症例の死後検査を

実施する体制は整っていないため、死産

症例を除いて検討を実施した。 

設けられたアンケート専用サイトへの

会員以外のアクセスを排除するため、家

族の会を通じて会員にアクセスパスワー

ドを告知した。回答はすべて暗号化され

た形式で送信され、個人情報の漏えいを

防止した。また、返信の IP アドレスをチ

ェックするとことによって、回答の重複

を防止した。 

アンケートは、事案に関する設問と解

剖承諾の有無を共通設問として最初に設

けた。次いで、解剖実施例と非実施例に

区分して設定し、事案発生時と時間経過

後での状況を聞き取れるようにした。回

答方式は択一式、複数回答選択可能なも

の、さらに自由記載形式に分けて設定し

た。 

解剖の遺族に与える効果を検討するた

め、解剖前後での心象状況を 10 段階の自

己評価スケールを用いて点数化してもら

った。解剖実施前は 5 点を基準に不安や

解剖に対する拒否感が最も強ければ 0 点

とし、また、解剖に対する期待度を最高

10 とした。また、解剖実施後の心象も 5

点を基準に満足度を最高 10 点で、また不

満足度を最低 0 点で評価してもらった。

心象の変化に影響を与える因子を同定す

るために、設問の回答と関連させ心象の 
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表１：アンケート内容抜粋 
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変化を検討した。これら解剖前後の心象

スケールの変化は Wilcoxon 符号付順位

検定を用いて解析した。 

また、死亡事案発生から時間が経過後

した現在の状況に関して質問し、解剖が

果たした効果に関して検討した。解剖実

施群と非実施群との差の検討にはχ2 検

定を用いた。 

 

C. 結果 

アンケートへの有効回答数は 41 件で、

内訳は死産が 15 件(29%）、乳幼児死亡は

36 件(71%)であった(表 2)。このうちの

36 件を対象に解析を実施した。回答者の

事案発生後の経過期間は１年後から 22

年後までで、中央値は発症後 12 年であっ

た。36例の診断の内訳はSIDS 18件(50％）

窒息 4件(11％）原因不明 6件(17%）その

他の突然死⒉件(5%）そして突然死ではな

い病死 6 件(17%）であった。病死例は突

然死として発見され、最終診断が病死と

されたもので、異状死体として取り扱い

を要するものであった。解剖を実施した

のは 21 件(58％）で、解剖実施例の診断

は SIDS 17 例(81.0%)、窒息 1例(4.8%)、

不明 3例(14.2%)であった。 

 

表２：アンケート回答者内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

「解剖前に医師から解剖の意義や重要性

に関する説明がありましたか」「突然死の

診断には解剖が必要不意可決であると説

明が医師からありましたか」「解剖前に解

剖の実施方法と実施後の状況に関する説

明は医師からありましたか」との質問に

対する回答を図 1 に示す。解剖の意義や

重要性に関する説明を受けた人は、解剖

実施例では 10 例(47.6%）で非解剖例では

3例(20%）であった。次いで、解剖の方法

に関しての説明を受けた症例は、解剖例

では 7 例(33.3%）で非解剖例では 1 例

(6.7%）であった。さらに、突然死の診断

には解剖検査が必須であるとの説明を受

けたのは、解剖例では 7 例(33.3%）であ

り、非解剖例では説明を受けた例はいな

かった。一方、死亡原因に関しては 36 例

中 26 例(72.2%)が説明を受けていた。以

上の結果から、死亡が確認された時点で

推測される死亡原因やメカニズムに関し

ては説明されているが、解剖をはじめ死

後検査に関する説明が十分になされてい

ないことが明らかになった。「解剖を勧め

たのは誰ですか」の質問に、警察官 12 例

(57.1%)、医師 6 例(28.6%）その他 3 例

(14.3％）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 事案発生当初の医師の対応 



 - 143 - 

解剖非実施例に解剖を拒否した理由に

ついて複数の回答を許可する形式で質問

をしたところ(図 2)、子どもに傷をつけ

たくないが最も多く 8 例(53.3%）次いで

必要性を認めなかったが 7 例(46.7%)で、

その他 8例(53.3%)であった。その他の内

容を自由記載してもらったところ、最も

多かったのは解剖後わが子を抱っこでき

ないと思った。また、わが子と対面する

ことができないと思ったなど、解剖の実

施方法と実施後の状態に関する不安が 6

例(40.0%）、親族の強い反対があった 1 例

(6.7%）、育児の不手際が明らかになるの

ではといった不安 1 例(6.7%)であった。

これらの結果から、子どもに傷をつけた

くないとか可哀そうなど周囲が想像して

いる感情は要因の一つに過ぎず、解剖に

関する説明が十分になされていれば解剖

を承諾した可能性があることが明らかに

なった。一方、解剖実施例に実施前に考

えていたことに関し、同様に複数回答を

許可する形式で質問した。最も多かった

のは、真実が明らかになってほしいで 18

例(85.7%)、次いで子どもに傷をつけたく

ないが 14例(66.7％）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２：解剖を拒否した理由 

 

また、何か責められるような事実が明

らかになるのではないかと不安を抱く例

も 2 例(9.5%)認められた。その他を選択

した 5 例の自由記載では、顔に傷かつか

ないか、解剖後に抱っこができるかなど

解剖実施方法とその後に関するものが 4

例(19.0％)と最も多く、なぜ解剖を拒否

できないのかと強制的に解剖が実施され

ることの不満を 1 例(4.8%)が抱いていた。

解剖実施例ではこのような困難な状況で

あるにもかかわらず、真実が明らかにな

ってほしいと前向きな意識が認められる。

しかしながら、実施例でも解剖の方法や

実施後の状況などへの説明が十分でない

ことに不安を抱いていることが明らかに

なった。 

「解剖結果に関して十分な説明があり

ましたか」「解剖から有益な情報を得られ

ましたか」「解剖をしてよかったと思いま

すか」の質問には、はい・いいえと解ら

ないで選択を設定した(図 3)。解剖後の

説明に関しては、10 例(47.6%)で満足の

いく回答を得ていた。内訳で見ると医師

及び監察医によって勧められた解剖では

9例中 6例（66.7%）が十分に説明を受け

ているのに対して、警察が進めた解剖で

は12例中4例(33.3%)にとどまっていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３：解剖の結果に関して 
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解剖から有用な情報を得られましたか

に対しては、11 例(53.4%)が得られたと

されている。また、解剖してよかったと

感じているのが 16 例（76.2%）であり、

しなければよかったと答えた人はいなか

った。  

一方、非解剖例においても 7例（58.3%）

が解剖しておけばよかったと考えている

との回答を得た。 

解剖実施例の実施前後の心象変化に関

しての検討では(図 4)、医師から説明を

受けた遺族の解剖前後の心象の変化は有

意（P：0.043）に改善していることが明

らかになった。 

次に解剖の意義や重要性が説明されて

いた例とされていなかった場合の心象変

化をみると、個々には有意差は確認され

なかったが、説明を受けている例では中

央値が 1.5 上昇していのに対し、説明が

なされていない例では、中央値は 2 低下

していた。 

解剖の方法が説明されていた例とそう

でない場合に関する検討では、方法が説

明されている症例の実施前後で中央値が

2 上昇していた。一方で、方法の説明が

なくとも前後で中央値は 0.5 上昇してい

た。解剖後のご遺体の状況を見て、予想

したような状況でないことが確認できた

ことで、心象がそれほど低下していない

と考えられた。 

解剖に同意して実施した場合と強制的

に解剖が実施された場合では、同意して

実施した例では前後の心象スコアの中央

値の差は+4 と有意(P:0.043)に心象が改

善していた。一方強制的に実施された場

合は、有意差は認めなかったものの、実

施前後で中央値が 1.5 上昇していた。 

同意して解剖が実施された事例におけ

る、解剖結果を十分に説明された場合と

なされなかった場合に関しての心象に関

する検討では、十分に説明された例では

実 施 前 後 で 中 央 値 が 2.5 と 有 意

(p:0.023)に改善し、十分な説明がない場

合でも 1 改善していた。現時点で解剖し

たことをどう思っているかとの設問に対

しては、17 例 80.9％が解剖してよかった

と感じていた。また、4例(19.1%)がどち

らともいえないとしているが、解剖を否

定的に感じている回答はいなかった。こ

のことより、解剖の前後で正確にそして

丁寧な説明を行うことで、解剖に対する

拒否的な考えを払拭することができると

思われた。 

「死亡事案発生後時間経過した現在で

も子どもの死に関して疑問や質問があり

ますか」との質問には、解剖例で 16 例

(76.2%)が疑問や質問などを抱いている

と回答していた。疑問を持っていないと

した例も 5 例(23.8%)存在していた（図

５）。一方非解剖例では 11 例(73.3%)が疑

問を抱いていると回答しており、2 例

(13.3%)が疑問を持っていたいと回答し、

3 例(20%)はわからないと回答していた。

突然死は予期せぬ出来事のため、また、

解剖によっても明らかな所見が認められ

ないことがあるため、時間が経過しても

何が起こったのか、何故起こったのか、

如何すれば良かったのかといった疑問や、

自分の育児が悪かったのではないだろう

かと言った自責の気持ちを、解剖実施例

であれ非施例であれ長期に持ち続けてし

まう可能性があることが明らかになった。 
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図４：解剖前後の遺族の心象変化 
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図５：時間経過による遺族の思い 

 

 

一方、何年経過しても、疑問や不明点

を相談することが可能な医療的サポート

を必要と思いますかの設問に対し、解剖

例では 19 例(90.7%)が必要を感じている

のに対し、非解剖例では 6例(40.0%)しか

必要を感じていなかった（図５）。この 2

群間にはχ２検定を実施した結果、明ら

かな有意差（ｐ＝0.01）を認めた。我が

子の死に関して時間が経過しても少なか

らず疑問や不明な点を抱いてはいるが、

非解剖例では疑問の解決のための医療的

支援に対する期待感は解剖例に比べ有意

に低下していると解釈された。  

非解剖症例に、事案が発生した時点で

解剖をしたいと思っていましたかとの質

問に対して、解剖をしたいと思っていた

のは 1 例（6.7%）で、拒否的に思ってい

たのは 6例(40.0%)で、判らないと答えた

のが 8例(53.3%)であった。一方、現時点

で解剖を実施すれば良かったと思ってい

るのは 8例(53.3%)であり、現時点でも拒

否的なのは 5例(33.3%)、現時点でもわか

らない 2例(13.3%)であった。当初わから

ないとしていた症例で、解剖をしとけば

よかったと思っている遺族が多いことが

判った。自由記載では、解剖の意義や方

法を説明してもらっていれば実施したと

思うとの答えが認められた。 

 

D. 考察 

小児領域の最大の課題である SIDS の

定義が変更され、死後検査を実施する環

境自体は整った。これを機に死後検査で

得られた検体や情報を集積し大規模調査

研究を実施することを課題としてに、厚

生労働省研究班が組織され 9 年間研究を

継続した結果、我が国では欧米のような

監察医制度が存在しないため、集約的で

大規模研究システムを構築することは困

難であると結論付けられている１。この

理由として、解剖率が改善できないこと

が最大の理由と推察されている。しかし、

日本と同様に監察医制度が整備されてお

らず、解剖をはじめとする死後検査を大

学法医学教室が中心的に担っているドイ

ツではこのような大規模研究システムを

構築している。この研究システム実施以

前のドイツでは、予期せぬ突然死（Sudden 

Unexpected Death: SUD）の約半数が解剖

を含む死後検査は実施されていなかった。

その原因は、救急通報で出動した救急医

によって現場で死亡が確認されると、救

急医が直ちに死体を検案し死後処理を実

施しているか、死亡確認の後警察に通報

していた点にあり、このような状況では

解剖の意義や重要性が十分に告知されな

いと考えられた。そこで、救急医の検案

を排し、死亡確認後速やかに所轄法医学
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教室および警察へ連絡するシステムに変

更し、連絡を受けた法医学教室から担当

医師が出向き、死後検査の意義と重要性

や方法などに関して説明し、調査研究参

加のインフォームドコンセントを受ける

ようにした。これにより解剖率は 83％ま

で改善したと報告されている 2。我々の調

査でも医師によって死因に関する臨床的

説明はほとんどのケースでなされている

が、解剖の説明が医師により実施された

症例は全体の 36％にとどまっていた。一

方で、医師から説明を受けた 76.9％が解

剖を受け入れている。警察による死後検

査の目的は虐待や殺人また過失による死

亡をあきらかにし、責任を追及すること

にある。従って、それらの嫌疑がないと

推定された場合は死後検査が実施されな

いこともある。これも我が国の解剖率が

低い原因の一つと考えられる。死後検査

の意義は犯罪捜査、いわゆる社会正義の

実現だけではない。正確な死因に基づく

人口動態統計をまとめることで研究対象

の絞り込みを可能にする。また危険因子

の抽出などの疫学的成果は予防法の確立

など公衆衛生に貢献する。また、死因を

明らかにする過程では、不明であった病

態生理の解明など医学的にも重要である。

さらに、遺伝的要因が明らかになれば、

残された遺族や同胞の疾病予防など医療

的な意義を持つ。 

これらすべてを網羅的に説明できるの

はあくまで医師である。わが子を失った

異常事態の最中に犯罪嫌疑をかけられた

遺族は、解剖の是非を判断するなど不可

能な精神状態に追い込まれると推測され

る。このような遺族の心的ストレスを排

除するためにも、医師が解剖の意義や重

要性を的確にかつ平易に説明することが

重要である。異状死体に遭遇した場合、

医師法に従った警察への連絡は必須であ

るが、警察介入後に遺族と医師の間が途

絶えてしまうことが、医師が解剖など死

後検査に関する説明を行う機会を失して

しまう原因と推察される。 

  古くから日本では、死後に人間の身体

は単なる物体になってしまうのではなく、

遺体には生体ほどではないにせよ何らか

の意志や感情が存在すると理解されてき

た。このため死後の体を亡骸ではなく遺

体として尊厳を持って扱ってほしいとの

願望があり、遺体に傷をつけることが躊

躇され解剖に拒否的になっていると考え

られてきた 3。そして、社会全体的にこの

観念は共有されており、医療者自体も例

外ではない。このため、医療者が遺族の

心情を推量し敢えて解剖を持ち出さない

こともある。これが、医師が解剖説明を

回避する要因の一つになっていると考え

られる。しかしながら今回の調査結果は、

遺族が実際にこの観念によって解剖に拒

否的であったかといえば、決してそうで

はない側面も確認された。確かに「子ど

もの体に傷をつけたくない」の回答が解

剖実施例でも非実施例でも最も多く、回

答全体の半数程度を占めていた。しかし、

その一方で、解剖を「切り刻まれる」と

イメージし、解剖後に「再び顔を見られ

ないのではないか」など、解剖方法を理

解していれば起こりえない誤解を抱いて

いる人が、非実施例で半数に認められて

いた。「西欧では精神と肉体を独立のもの

ととらえており、死後に肉体を対象に検
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査を行うことは容易に受け入れられてい

る」と考えられているが実際はそうでも

ない。子どもを失った遺族は、解剖にさ

いして強い抵抗を覚える場合も少なくな

い。しかし、特定の宗教に基づくものを

除いて、懇切丁寧な説明で同意が得られ

ると報告されている 4。今回の調査では解

剖の方法や解剖後の状況などに関して、

非実施例では 6.7％のみに説明がなされ

たに過ぎなかった。医学的な背景知識に

乏しい警察官が、解剖の方法やその後の

状況などを詳細に医学的に説明すること

は困難であろう。解剖は遺族の理解と同

意が必須であり、解剖や実施後の状態に

不安や誤解を抱かせないためにも、遺族

の心情に配慮した医師による説明が必要

不可欠であると考える。 

解剖を行うもう一つの重要な意義は、

遺族が死を受容過程に重要な役割を果た

すことにある。突然死は療養期間を経て

死に至る場合と異なり、死を受容する準

備が全くない状況で起こる。遺族は何が

起こったのだろか、何故起こったのだろ

うか、自分たちに非があったのではない

か、など回答が見つからない疑問が死の

受容の妨げとなる。また、この動揺は遺

族のみならず周囲の者にも少なからず影

響を及ぼし、意図せずとは言え不用意な

慰めや質問により、遺族に二次的なトラ

ウマを負わせてしまうことも少なくない
5。詳細な死後検査を実施することで、

原因や死のメカニズムが明らかになるこ

とで、遺族は根拠のない罪悪感や苦しみ

から解放される。また、これは周囲の者

たちに対しても、思い込みや推量による

非難や好奇の眼差しを抑止する効果があ

る。ドイツの調査では解剖実施者の

83％が死の受容過程で解剖が効果的で

あったと報告されている。その要因とし

て、解剖結果を検査担当者医師から遺族

に直接説明されたことが挙げられている
6。我々の調査でも死後の説明が十分な

されたケースは有意に解剖後の心象が改

善していた。現在の日本では司法解剖を

行った場合、犯罪性や過失などが否定さ

れても解剖実施者が遺族と直接話すこと

はほとんどなく、警察官が解剖結果を説

明している。また、解剖所見を記した報

告書は原則非公開として遺族にせ開示さ

れていない。医学的知識を持ち合わせな

い警察官による説明では納得がいく説明

は不可能と思われ、死の受容を促す効果

は充分ではないと思われる。内閣府死因

究明等推進計検討会最終報告書所におい

ても、「犯罪捜査の手続が行われていな

い死体に係る死因等については、第三者

のプライバシーの保護に留意しつつも、

死因・身元調査法の趣旨を踏まえ、遺族

等の要望に応じ、書面を交付するなど丁

寧な説明に努めていく」と死因究明によ

って得られた情報の遺族へ対する説明の

促進を明記している。グリーフケアの観

点からも、解剖結果の説明は遺族に対し

て基本公開とし医師が執り行うようにし

なくてはならない。 

解剖を含む死後検査によっても死亡原

因やメカニズムが明らかにできない症例

も少なくない。このような死因不詳とな

った症例でも犯罪性や過失などが否定さ

れる場合が多く、遺族の自責の念を払拭

するには一定の効果がある。さらに、子

どもの死を明らかにするためにやるべき
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事できる事は行ったとする意識が死の受

容を促進する 7。しかしながら、今回の

調査では非解剖例のみならず解剖例でさ

え年月を経過しても多くの遺族が依然疑

問を抱いていることが分かった。これら

のうち現在疑問解決に医療的なサービス

の必要を感じている割合は、非解剖例で

は有意に低く、明らかに医療に対する期

待が削がれてしまっていると考えられ

た。医療への信頼を堅持するためにも、

医療者は死後の取り扱いに積極的に関与

しなくてはならない。 

今回の調査や諸外国の制度と比較し、

解剖率が低い主要原因は遺体に対する日

本固有の観念でも、監察医制度が整備さ

れていないことでもなく、むしろ確証が

ない推論を根拠に、解剖実施に消極的に

なっている医師の姿勢が解剖率を改善し

ない要因と考えられた。この背景には死

が医療の終焉であるとする考えが支配的

であることも一つの要因ではないかと考

えられた。死から学ぶ医学があり死から

始まる医療があることを、医学教育や専

門医研修など様々な機会を捉え、グリー

フケアを中心に据えた教育を充実させる

必要がある。 
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